
 

                    令和５年 ５月２２日開会 
                    令和５年  月  日閉会 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和５年第１回北広島市議会臨時会 

 

議 案 書 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

北   広   島   市 



 

議 件 

 

 

同意案第１号  監査委員の選任について 

議案第 １号  専決処分の承認を求めることについて 

議案第 ２号  専決処分の承認を求めることについて 

議案第 ３号  専決処分の承認を求めることについて 

議案第 ４号  専決処分の承認を求めることについて 

議案第 ５号  令和５年度北広島市一般会計補正予算（第2号） 

 

 



同意案第１号 
 
 
   監査委員の選任について 
 
 
下記の者を監査委員に選任したいので、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第１９６条第１項の規定により、議会の同意を求める。 
 
               記 
 

   氏 名  桜
さくら

 井
い

 芳
よし

 信
のぶ

 

 
 
令和５年５月２２日提出  

 
                北広島市長 上 野 正 三   
 
 
提案理由 
 
 大迫彰委員の任期満了（令和５年４月３０日）に伴い、新たに選任

するものです。 
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議案第１号 

 

 

専決処分の承認を求めることについて 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により別紙

のとおり専決処分をしたので、同条第３項の規定に基づきこれを報告し､承認

を求める｡ 

 

 

 令和５年５月２２日提出 

 

 

北広島市長  上 野 正 三あ 
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専 決 処 分 書 

 

令和４年度に受納した寄附金を令和５年度以降のまち・ひと・しごと創生寄

附活用事業に活用するため、基金へ積み立てることが必要となったが、特に緊

急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであると認め

られるので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定

に基づき次のとおり専決処分する。 

 

令和４年度北広島市一般会計補正予算（第１１号） 

 

令和５年３月２２日 

 

                  

                 北広島市長 上 野 正 三 
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令和４年度北広島市一般会計補正予算（第１１号） 

 

 

 令和４年度北広島市の一般会計補正予算（第１１号）は、次に定めるところ

による。 

 

 

１ 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ４５０，６５０千円を増額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３１，５１１，５７４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
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第１表　歳入歳出予算補正

歳  入 (単位：千円)

款 項

19 寄附金 1,014,010 450,650 1,464,660

 1 寄附金 1,014,010 450,650 1,464,660

31,060,924 450,650 31,511,574

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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歳  出 (単位：千円)

款 項

 2 総務費 3,239,700 450,650 3,690,350

 2 企画費 876,314 450,650 1,326,964

31,060,924 450,650 31,511,574

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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議案第２号 

 
 

   専決処分の承認を求めることについて 
 
 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に

より別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定に基づきこれ

を報告し、承認を求める。 
 
 
  令和５年５月２２日提出 
 
                北広島市長 上 野 正 三   
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専 決 処 分 書 

 

令和5年3月31日公布の「地方税法等の一部を改正する法律」の施

行に伴い、北広島市税条例(昭和 25 年広島村条例第 14 号)を改正する

必要が生じたが、特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕が

ないことが明らかであると認められるので、地方自治法（昭和 22 年法

律第67号）第179条第1項の規定に基づき、次のとおり専決処分する。 

 

 北広島市税条例の一部を改正する条例（別紙） 

 

令和5年3月31日 

 

                北広島市長 上 野 正 三 
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北広島市税条例の一部を改正する条例 

 

北広島市税条例(昭和25年広島村条例第14号)の一部を次のように改正する。 
改正後 改正前 

附 則 附 則 

(読替規定) (読替規定) 

第10条 法附則第15条から第15条の3の2まで又は

第63条の規定の適用がある各年度分の固定資産

税に限り、第46条第8項中「又は第349条の3の4

から第349条の5まで」とあるのは、「若しくは第

349条の3の4から第349条の5まで又は法附則第15

条から第15条の3の2まで若しくは第63条」とす

る。 

第10条 法附則第15条から第15条の3の2まで、第6

3条又は第64条の規定の適用がある各年度分の固

定資産税に限り、第46条第8項中「又は第349条の

3の4から第349条の5まで」とあるのは、「若しく

は第349条の3の4から第349条の5まで又は法附則

第15条から第15条の3の2まで、第63条若しくは第

64条」とする。 

  

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定める割

合) 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定める割

合) 

第10条の2 略 第10条の2 略 

2 略 2 略 

3 法附則第15条第25項第1号イに規定する太陽光

を電気に変換する特定再生可能エネルギー発電

設備について同号に規定する条例で定める割合

は、3分の2とする。 

3 法附則第15条第26項第1号イに規定する太陽光

を電気に変換する特定再生可能エネルギー発電

設備について同号に規定する条例で定める割合

は、3分の2とする。 

4 法附則第15条第25項第1号ロに規定する風力を

電気に変換する特定再生可能エネルギー発電設

備について同号に規定する条例で定める割合は、

3分の2とする。 

4 法附則第15条第26項第1号ロに規定する風力を

電気に変換する特定再生可能エネルギー発電設

備について同号に規定する条例で定める割合は、

3分の2とする。 

5 法附則第15条第25項第1号ハに規定する地熱を

電気に変換する特定再生可能エネルギー発電設

備について同号に規定する条例で定める割合は、

3分の2とする。 

5 法附則第15条第26項第1号ハに規定する地熱を

電気に変換する特定再生可能エネルギー発電設

備について同号に規定する条例で定める割合は、

3分の2とする。 

6 法附則第15条第25項第1号ニに規定するバイオ

マスを電気に変換する特定再生可能エネルギー

発電設備について同号に規定する条例で定める

割合は、3分の2とする。 

6 法附則第15条第26項第1号ニに規定するバイオ

マスを電気に変換する特定再生可能エネルギー

発電設備について同号に規定する条例で定める

割合は、3分の2とする。 

7 法附則第15条第25項第2号イに規定する特定太

陽光発電設備について同号に規定する条例で定

める割合は、4分の3とする。 

7 法附則第15条第26項第2号イに規定する特定太

陽光発電設備について同号に規定する条例で定

める割合は、4分の3とする。 

8 法附則第15条第25項第2号ロに規定する特定風

力発電設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、4分の3とする。 

8 法附則第15条第26項第2号ロに規定する特定風

力発電設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、4分の3とする。 

9 法附則第15条第25項第2号ハに規定する水力を

電気に変換する特定再生可能エネルギー発電設

備について同号に規定する条例で定める割合は、

4分の3とする。 

9 法附則第15条第26項第2号ハに規定する水力を

電気に変換する特定再生可能エネルギー発電設

備について同号に規定する条例で定める割合は、

4分の3とする。 

10 法附則第15条第25項第3号イに規定する特定水

力発電設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、2分の1とする。 

10 法附則第15条第26項第3号イに規定する特定水

力発電設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、2分の1とする。 

11 法附則第15条第25項第3号ロに規定する特定地

熱発電設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、2分の1とする。 

11 法附則第15条第26項第3号ロに規定する特定地

熱発電設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、2分の1とする。 

12 法附則第15条第25項第3号ハに規定する特定バ

イオマス発電設備について同号に規定する条例

で定める割合は、2分の1とする。 

12 法附則第15条第26項第3号ハに規定する特定バ

イオマス発電設備について同号に規定する条例

で定める割合は、2分の1とする。 
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改正後 改正前 

13 法附則第15条第28項に規定する条例で定める

割合は、3分の2とする。 

13 法附則第15条第29項に規定する条例で定める

割合は、3分の2とする。 

14 法附則第15条第32項に規定する条例で定める

割合は、2分の1とする。 

14 法附則第15条第33項に規定する条例で定める

割合は、2分の1とする。 

15 法附則第15条第33項に規定する条例で定める

割合は、3分の2とする。 

15 法附則第15条第34項に規定する条例で定める

割合は、3分の2とする。 

16 法附則第15条第42項に規定する条例で定める

割合は、3分の1とする。 

16 法附則第15条第43項に規定する条例で定める

割合は、3分の1とする。 

17 法附則第15条第43項に規定する条例で定める

割合は、4分の3とする。 

17 法附則第15条第44項に規定する条例で定める

割合は、4分の3とする。 

18 略 18 略 

 19 法附則第64条に規定する条例で定める割合は、

零とする。 

  

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の

適用を受けようとする者がすべき申告) 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の

適用を受けようとする者がすべき申告) 

第10条の3 略 第10条の3 略 

2～9 略 2～9 略 

10 法附則第15条の10第1項の耐震基準適合家屋に

ついて、同項の規定の適用を受けようとする者

は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修が完了

した日から3月以内に、次に掲げる事項を記載し

た申告書に施行規則附則第7条第17項に規定する

補助に係る補助金確定通知書の写し、建築物の耐

震改修の促進に関する法律(平成7年法律第123

号)第7条又は附則第3条第1項の規定による報告

の写し及び当該耐震改修後の家屋が令附則第12

条第19項に規定する基準を満たすことを証する

書類を添付して市長に提出しなければならない。 

10 法附則第15条の10第1項の耐震基準適合家屋に

ついて、同項の規定の適用を受けようとする者

は、当該耐震基準適合家屋に係る耐震改修が完了

した日から3月以内に、次に掲げる事項を記載し

た申告書に施行規則附則第7条第13項に規定する

補助に係る補助金確定通知書の写し、建築物の耐

震改修の促進に関する法律(平成7年法律第123

号)第7条又は附則第3条第1項の規定による報告

の写し及び当該耐震改修後の家屋が令附則第12

条第19項に規定する基準を満たすことを証する

書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 施行規則附則第7条第17項に規定する補助

の算定の基礎となった当該耐震基準適合家屋

に係る耐震改修に要した費用 

(5) 施行規則附則第7条第13項に規定する補助

の算定の基礎となった当該耐震基準適合家屋

に係る耐震改修に要した費用 

(6) 略 (6) 略 

11 略 11 略 

  

(軽自動車税の種別割の税率の特例) (軽自動車税の種別割の税率の特例) 

第16条 法附則第30条第1項に規定する3輪以上の

軽自動車に対する当該軽自動車が最初の法第444

条第3項に規定する車両番号の指定(次項から第4

項までにおいて「初回車両番号指定」という。)

を受けた月から起算して14年を経過した月の属

する年度以後の年度分の軽自動車税の種別割に

係る第71条の規定の適用については、当分の間、

次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

第16条 法附則第30条第1項に規定する3輪以上の

軽自動車に対する当該軽自動車が最初の法第444

条第3項に規定する車両番号の指定(次項から第8

項までにおいて「初回車両番号指定」という。)

を受けた月から起算して14年を経過した月の属

する年度以後の年度分の軽自動車税の種別割に

係る第71条の規定の適用については、当分の間、

次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字

句とする。 

略 
 

略 
 

2 法附則第30条第2項第1号及び第2号に規定する3

輪以上の軽自動車に対する第71条の規定の適用

については、当該軽自動車が令和4年4月1日から

令和8年3月31日までの間に初回車両番号指定を

2 法附則第30条第2項第1号及び第2号に規定する3

輪以上の軽自動車に対する第71条の規定の適用

については、当該軽自動車が令和2年4月1日から

令和3年3月31日までの間に初回車両番号指定を
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改正後 改正前 

受けた場合には、当該初回車両番号指定を受けた

日の属する年度の翌年度分の軽自動車税の種別

割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同

表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句とする。 

受けた場合には令和3年度分の軽自動車税の種別

割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同

表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句とする。 

略 
 

略 
 

 3 法附則第30条第3項第1号及び第2号に規定する

法第446条第1項第3号に規定するガソリン軽自動

車(以下この条において「ガソリン軽自動車」と

いう。)のうち3輪以上のものに対する第71条の規

定の適用については、当該ガソリン軽自動車が令

和2年4月1日から令和3年3月31日までの間に初回

車両番号指定を受けた場合には令和3年度分の軽

自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる

同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞ

れ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 第2号ア(イ) 3,900円 2,000円 

第2号ア(ウ)a 6,900円 3,500円 

1万800円 5,400円 

第2号ア(ウ)b 3,800円 1,900円 

5,000円 2,500円 
 

 4 法附則第30条第4項第1号及び第2号に規定する

ガソリン軽自動車のうち3輪以上のもの(前項の

規定の適用を受けるものを除く。)に対する第71

条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動

車が令和2年4月1日から令和3年3月31日までの間

に初回車両番号指定を受けた場合には令和3年度

分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に

掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 第2号ア(イ) 3,900円 3,000円 

第2号ア(ウ)a 6,900円 5,200円 

1万800円 8,100円 

第2号ア(ウ)b 3,800円 2,900円 

5,000円 3,800円 
 

 5 法附則第30条第2項第1号及び第2号に掲げる3輪

以上の軽自動車のうち、自家用の乗用のものに対

する第71条の規定の適用については、当該軽自動

車が令和3年4月1日から令和4年3月31日までの間

に初回車両番号指定を受けた場合には令和4年度

分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動車が

令和4年4月1日から令和5年3月31日までの間に初

回車両番号指定を受けた場合には令和5年度分の

軽自動車税の種別割に限り、第2項の表の左欄に

掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

 6 法附則第30条第2項第1号及び第2号に掲げる3輪

以上の軽自動車(自家用の乗用のものを除く。)

に対する第71条の規定の適用については、当該軽

自動車が令和3年4月1日から令和4年3月31日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には令和4
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改正後 改正前 

年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動

車が令和4年4月1日から令和5年3月31日までの間

に初回車両番号指定を受けた場合には令和5年度

分の軽自動車税の種別割に限り、第2項の表の左

欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字

句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

3 法附則第30条第3項の規定の適用を受ける3輪以

上の法第446条第1項第3号に規定するガソリン軽

自動車(以下この項及び次項において「ガソリン

軽自動車」という。)(営業用の乗用のものに限

る。)に対する第71条の規定の適用については、

当該ガソリン軽自動車が令和4年4月1日から令和

8年3月31日までの間に初回車両番号指定を受け

た場合には、当該初回車両番号指定を受けた日の

属する年度の翌年度分の軽自動車税の種別割に

限り、同条第2号ア(イ)中「3,900円」とあるのは

「2,000円」と、同号ア(ウ)a中「6,900円」とあ

るのは「3,500円」とする。 

7 法附則第30条第7項の規定の適用を受ける3輪以

上のガソリン軽自動車(営業用の乗用のものに限

る。)に対する第71条の規定の適用については、

当該ガソリン軽自動車が令和3年4月1日から令和

4年3月31日までの間に初回車両番号指定を受け

た場合には令和4年度分の軽自動車税の種別割に

限り、当該ガソリン軽自動車が令和4年4月1日か

ら令和5年3月31日までの間に初回車両番号指定

を受けた場合には令和5年度分の軽自動車税の種

別割に限り、第3項の表の左欄に掲げる同条の規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句とする。 

4 法附則第30条第4項の規定の適用を受ける3輪以

上のガソリン軽自動車(前項の規定の適用を受け

るものを除き、営業用の乗用のものに限る。)に

対する第71条の規定の適用については、当該ガソ

リン軽自動車が令和4年4月1日から令和7年3月31

日までの間に初回車両番号指定を受けた場合に

は、当該初回車両番号指定を受けた日の属する年

度の翌年度分の軽自動車税の種別割に限り、同条

第2号ア(イ)中「3,900円」とあるのは「3,000円」

と、同号ア(ウ)a中「6,900円」とあるのは「5,2

00円」とする。 

8 法附則第30条第8項の規定の適用を受ける3輪以

上のガソリン軽自動車(前項の規定の適用を受け

るものを除き、営業用の乗用のものに限る。)に

対する第71条の規定の適用については、当該ガソ

リン軽自動車が令和3年4月1日から令和4年3月31

日までの間に初回車両番号指定を受けた場合に

は令和4年度分の軽自動車税の種別割に限り、当

該ガソリン軽自動車が令和4年4月1日から令和5

年3月31日までの間に初回車両番号指定を受けた

場合には令和5年度分の軽自動車税の種別割に限

り、第4項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲

げる字句とする。 

  

(軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例) (軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例) 

第16条の2 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴

収に関し、3輪以上の軽自動車が前条第2項から第

4項までの規定の適用を受ける3輪以上の軽自動

車に該当するかどうかの判断をするときは、国土

交通大臣の認定等(法附則第30条の2第1項に規定

する国土交通大臣の認定等をいう。次項において

同じ。)に基づき当該判断をするものとする。 

第16条の2 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴

収に関し、3輪以上の軽自動車が前条第2項から第

8項までの規定の適用を受ける3輪以上の軽自動

車に該当するかどうかの判断をするときは、国土

交通大臣の認定等(法附則第30条の2第1項に規定

する国土交通大臣の認定等をいう。次項において

同じ。)に基づき当該判断をするものとする。 

2及び3 略 2及び3 略 

  

第26条 法附則第15条第1項、第9項、第13項から第

17項まで、第19項、第24項、第31項から第33項ま

で、第35項、第39項若しくは第43項、第15条の2

第2項、第15条の3又は第63条の規定の適用がある

各年度分の都市計画税に限り、第182条第3項中

「又は第33項」とあるのは「若しくは第33項又は

附則第15条から第15条の3まで若しくは第63条」

とする。 

第26条 法附則第15条第1項、第10項、第14項から

第18項まで、第20項、第25項、第32項から第34

項まで、第36項、第40項若しくは第44項、第15

条の2第2項、第15条の3又は第63条の規定の適用

がある各年度分の都市計画税に限り、第182条第3

項中「又は第33項」とあるのは「若しくは第33

項又は附則第15条から第15条の3まで若しくは第

63条」とする。 
  

   附 則 

 (施行期日) 
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1 この条例は、令和5年4月1日から施行する。 

 (固定資産税に関する経過措置) 

2 令和3年4月1日から令和5年3月31日までの期間(以下この項において「適用期間」と

いう。)内に地方税法等の一部を改正する法律(令和3年法律第7号)附則第1条第4号に

掲げる規定による改正前の地方税法(昭和25年法律第226号)附則第64条に規定する中

小事業者等(以下この項において「中小事業者等」という。)が取得(同条に規定する

取得をいう。以下この項において同じ。)をした同条に規定する特例対象資産(以下こ

の項において「特例対象資産」という。)(中小事業者等が、同条に規定するリース取

引(以下この項において「リース取引」という。)に係る契約により特例対象資産を引

き渡して使用させる事業を行う者が適用期間内に取得をした同条に規定する先端設

備等に該当する特例対象資産を、適用期間内にリース取引により引渡しを受けた場合

における当該特例対象資産を含む。)に対して課する固定資産税については、なお従

前の例による。 

(軽自動車税に関する経過措置) 

3 改正後の北広島市税条例附則第16条及び第16条の2第1項の規定は、令和5年度以後の

年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和4年度分までの軽自動車税の種別

割については、なお従前の例による。 
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議案第３号 

 
 

   専決処分の承認を求めることについて 
 
 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に

より別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定に基づきこれ

を報告し、承認を求める。 
 
 
  令和５年５月２２日提出 
 
                北広島市長 上 野 正 三   
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専 決 処 分 書 

 

令和5年3月31日公布の「地方税法施行令の一部を改正する政令」

の施行に伴い、北広島市国民健康保険税条例(平成 13 年北広島市条例

第 3 号)を改正する必要が生じたが、特に緊急を要するため議会を招集

する時間的余裕がないことが明らかであると認められるので、地方自

治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 179 条第 1 項の規定に基づき、次の

とおり専決処分する。 

 

 北広島市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（別紙） 

 

令和5年3月31日 

 

                北広島市長 上 野 正 三 
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北広島市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

北広島市国民健康保険税条例(平成13年北広島市条例第3号)の一部を次のように改正

する。 
改正後 改正前 

(国民健康保険税の減額) (国民健康保険税の減額) 

第24条 次の各号のいずれかに該当する国民健康

保険税の納税義務者に対して課する国民健康保

険税の額は、第2条第2項本文の基礎課税額からア

及びイに掲げる額を減額して得た額(当該減額し

て得た額が65万円を超える場合には、65万円)、

同条第3項本文の後期高齢者支援金等課税額から

ウ及びエに掲げる額を減額して得た額(当該減額

して得た額が20万円を超える場合には、20万円)

並びに同条第4項本文の介護納付金課税額からオ

及びカに掲げる額を減額して得た額(当該減額し

て得た額が17万円を超える場合には、17万円)の

合算額とする。 

第24条 次の各号のいずれかに該当する国民健康

保険税の納税義務者に対して課する国民健康保

険税の額は、第2条第2項本文の基礎課税額からア

及びイに掲げる額を減額して得た額(当該減額し

て得た額が65万円を超える場合には、65万円)、

同条第3項本文の後期高齢者支援金等課税額から

ウ及びエに掲げる額を減額して得た額(当該減額

して得た額が20万円を超える場合には、20万円)

並びに同条第4項本文の介護納付金課税額からオ

及びカに掲げる額を減額して得た額(当該減額し

て得た額が17万円を超える場合には、17万円)の

合算額とする。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 法第703条の5第1項に規定する総所得金額

及び山林所得金額の合算額が、43万円(納税義

務者並びにその世帯に属する国民健康保険の

被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与

所得者等の数が2以上の場合にあっては、43万

円に当該給与所得者等の数から1を減じた数に

10万円を乗じて得た金額を加算した金額)に被

保険者及び特定同一世帯所属者1人につき29万

円を加算した金額を超えない世帯に係る納税

義務者(前号に該当するものを除く。) 

(2) 法第703条の5第1項に規定する総所得金額

及び山林所得金額の合算額が、43万円(納税義

務者並びにその世帯に属する国民健康保険の

被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与

所得者等の数が2以上の場合にあっては、43万

円に当該給与所得者等の数から1を減じた数に

10万円を乗じて得た金額を加算した金額)に被

保険者及び特定同一世帯所属者1人につき28万

5,000円を加算した金額を超えない世帯に係る

納税義務者(前号に該当するものを除く。) 

(3) 法第703条の5第1項に規定する総所得金額

及び山林所得金額の合算額が、43万円(納税義

務者並びにその世帯に属する国民健康保険の

被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与

所得者等の数が2以上の場合にあっては、43万

円に当該給与所得者等の数から1を減じた数に

10万円を乗じて得た金額を加算した金額)に被

保険者及び特定同一世帯所属者1人につき53万

5,000円を加算した金額を超えない世帯に係る

納税義務者(前2号に該当するものを除く。) 

(3) 法第703条の5第1項に規定する総所得金額

及び山林所得金額の合算額が、43万円(納税義

務者並びにその世帯に属する国民健康保険の

被保険者及び特定同一世帯所属者のうち給与

所得者等の数が2以上の場合にあっては、43万

円に当該給与所得者等の数から1を減じた数に

10万円を乗じて得た金額を加算した金額)に被

保険者及び特定同一世帯所属者1人につき52万

円を加算した金額を超えない世帯に係る納税

義務者(前2号に該当するものを除く。) 

2 略 2 略 
  

 附 則 

 (施行期日) 

1 この条例は、令和5年4月1日から施行する。 

 (経過措置) 

2 改正後の第24条の規定は、令和5年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、

令和4年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 
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議案第４号 

 

 

専決処分の承認を求めることについて 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により別紙

のとおり専決処分をしたので、同条第３項の規定に基づきこれを報告し､承認

を求める｡ 

 

 

 令和５年５月２２日提出 

 

 

北広島市長  上 野 正 三あ 
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専 決 処 分 書 

 

令和４年度予備費の使用が閣議決定されたことに伴い、低所得の子育て世帯

に対する子育て世帯生活支援特別給付金の給付に要する経費が必要となった

が、特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであ

ると認められるので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１

項の規定に基づき次のとおり専決処分する。 

 

令和５年度北広島市一般会計補正予算（第１号） 

 

令和５年４月１０日 

 

                  

                 北広島市長 上 野 正 三 
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令和５年度北広島市一般会計補正予算（第１号） 

 

 

 令和５年度北広島市一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによ

る。 

 

１ 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ７３，６２０千円を増額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３０，６６９，８９４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
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第１表　歳入歳出予算補正

歳  入 (単位：千円)

款 項

16 国庫支出金 7,292,302 73,620 7,365,922

 2 国庫補助金 4,054,568 73,620 4,128,188

30,596,274 73,620 30,669,894

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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歳  出 (単位：千円)

款 項

 3 民生費 10,367,528 73,620 10,441,148

 2 児童福祉費 3,823,649 73,620 3,897,269

30,596,274 73,620 30,669,894

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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議案第５号 

 

 

令和５年度北広島市一般会計補正予算（第２号） 

 

 

 令和５年度北広島市一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによ

る。 

 

１ 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ３１１，１９４千円を増額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３０，９８１，０８８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

 

  令和５年５月２２日提出 

 

                   北広島市長 上 野 正 三 
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第１表　歳入歳出予算補正

歳  入 (単位：千円)

款 項

16 国庫支出金 7,365,922 310,082 7,676,004

 2 国庫補助金 4,128,188 310,082 4,438,270

21 繰越金 100,000 1,112 101,112

 1 繰越金 100,000 1,112 101,112

30,669,894 311,194 30,981,088

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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歳  出 (単位：千円)

款 項

 2 総務費 4,174,593 14,587 4,189,180

 1 総務管理費 3,299,222 14,587 3,313,809

 3 民生費 10,441,148 295,495 10,736,643

 1 社会福祉費 4,118,764 295,495 4,414,259

 4 衛生費 2,506,258 1,112 2,507,370

 1 保健衛生費 451,062 1,112 452,174

30,669,894 311,194 30,981,088

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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7
,0
2
7

3
6
,4
4
0

0
0

0
0

0
0

宿
日
直
手
当

夜
勤
手
当

休
日
手
当

単
身
赴
任
手
当
災
害
派
遣
手
当

0
2
,6
0
1

2
8
,3
5
3

0
0

0
2
,6
0
1

2
8
,3
5
3

0
0

0
0

0
0

0

  
（
イ
）
  
会
計
年
度
任
用
職
員

（
単
位
：
千
円
）

報
酬

給
料

通
勤
手
当

住
居
手
当

管
理
職
手
当

時
間
外
勤
務

手
当

特
殊
勤
務

手
当

【
参
考
】
児
童
手
当

1
,5
4
9

0
0

2
8
0

0
0

1
,4
2
9

0
0

2
8
0

0
0

1
2
0

0
0

0
0

0

宿
日
直
手
当

夜
勤
手
当

休
日
手
当

単
身
赴
任
手
当
災
害
派
遣
手
当

0
0

0
0

0

0
0

0
0

0

0
0

0
0

0

（
  
  
）
内
は
会
計
年
度
任
用
職
員
短
時
間
勤
務
職
員
の
数
（
外
数
）

（
  
  
）
内
は
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
等
の
数
（
外
数
）

共
済
費

合
計

備
考

給
与

費
明

細
書

職
員
手
当

計

3
,6
5
3
,4
9
3

6
4
0
,8
0
0

補
正
後

( 
 4
4
  
)

1
,2
0
9
,0
5
3

3
,0
1
2
,6
9
3

区
分

職
員
数
（
人
）

給
与

費

4
6
6

補
正
前

( 
 4
4
  
)

1
,2
0
9
,0
5
3

3
,0
1
2
,6
9
3

6
4
0
,8
0
0

3
,6
5
3
,4
9
3

4
6
6

0

0
0

1
,8
0
3
,6
4
0

0

1
,8
0
3
,6
4
0

7
1
6

0

補
正
後

比
  
較

0
0

0

区
分

期
末
勤
勉
手
当

7
1
6

比
  
較

0

0
0

職
員
手
当
の

内
訳

区
分

扶
養
手
当

地
域
手
当

補
正
後

6
0
,4
6
7

補
正
前

6
0
,4
6
7

0

7
3
8
,6
1
5

4
0
,5
4
9

比
  
較

0
0

7
3
8
,6
1
5

4
0
,5
4
9

寒
冷
地
手
当

補
正
前

比
  
較

0
0

6
3
,7
6
3

1
,1
1
2

区
分

期
末
勤
勉
手
当

寒
冷
地
手
当

補
正
後

8
7
,2
1
6

補
正
前

0
0 0

補
正
前

8
7
,2
1
6

0

比
  
較

0
0

1
,4
2
3

2
0

職
員
手
当
の

内
訳

区
分

扶
養
手
当

地
域
手
当

補
正
後

0
0

4
3
7
,2
5
1

6
2
,6
5
1

備
考

6
8
4
,9
1
4

8
8
,9
2
5

比
  
較

0
1
2
0

1
,2
3
2

1
9
1

合
計

職
員
手
当

計

補
正
後

( 
 4
0
5
  
)

8
9
,0
4
5

5
9
0
,0
5
9

9
6
,2
7
8

6
8
6
,3
3
7

3
2

補
正
前

( 
 4
0
5
  
)

区
分

職
員
数
（
人
）

給
与

費
共
済
費

4
3
7
,2
5
1

5
8
8
,8
2
7

9
6
,0
8
7

3
0
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（
２
）
 給
料
及
び
職
員
手
当
の
増
減
額
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

0
給
与
改
定
に
伴
う
増
減
分

0

昇
給
に
伴
う
増
加
分

0

そ
の
他
増
減
分

0

0
制
度
改
正
に
伴
う
増
減
分

0

そ
の
他
増
減
分

0

  
（
３
）
給
料
及
び
職
員
手
当
の
状
況

  
 ア
  
 職
員
１
人
当
た
り
給
与
  

（
単
位
：
円
）
  
 イ
  
初
任
給

（
単
位
：
円
）

一
般
行
政
職

消
防
職

教
育
公
務
員

技
能
労
務
職

区
  
  
  
  
  
  
  
  
  
分

学
  
 歴

消
防
職

教
育
公
務
員

技
能
労
務
職

3
0
1
,9
7
9

3
0
4
,6
2
6

3
7
9
,4
2
5

-
高
校
卒

1
5
4
,6
0
0

1
5
4
,6
0
0

-

3
2
0
,5
5
3

3
2
7
,0
4
1

3
8
8
,6
2
5

-
大
学
卒

1
8
5
,2
0
0

1
8
5
,2
0
0

-

3
9
歳
4
月

3
9
歳
1
1
月

5
0
歳
1
0
月

-
高
校
卒

-
-

-

3
0
3
,7
5
1

3
1
1
,8
5
3

3
7
6
,0
8
0

-
大
学
卒

-
-

-

3
2
2
,4
3
5

3
3
3
,9
8
4

3
8
4
,8
2
0

-

3
9
歳
9
月

4
1
歳
2
月

5
1
歳
8
月

-

備
考
  
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
等
を
除
く
。

1
5
4
,6
0
0

1
8
5
,2
0
0

区
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
分

区
  
  
  
  
  
  
  
 分

給
  
  
  
  
  
  
  
 料

増
  
  
減
  
  
額

職
  
  
 員
  
  
 手
  
  
 当

1
5
4
,6
0
0

一
般
行
政
職

増
  
  
減
  
  
事
  
  
由
  
  
別
  
  
内
  
  
訳

備
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 考

説
  
  
  
  
  
  
 明

北
広
島
市
の
制
度

1
8
5
,2
0
0

国
  
 の
  
 制
  
 度

令
和
5
年
１
月
１
日

現
在

令
和
4
年
１
月
１
日

現
在

平
均
給
料
月
額

平
均
給
与
月
額

平
  
均
  
年
  
齢

平
均
給
料
月
額

平
均
給
与
月
額

平
  
均
  
年
  
齢
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 ウ
  
 級
別
職
員
数
  
  
  
  
  
  
  

（
  
 ）
内
は
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
等
の
数
及
び
構
成
比
（
外
数
）

職
員
数

構
成
比

職
員
数

構
成
比

職
員
数

構
成
比

職
員
数

構
成
比

（
人
）

（
％
）

（
人
）

（
％
）

（
人
）

（
％
）

（
人
）

（
％
）

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

1
3

3
.6

1
1
.1

2
5
0
.0

-
-

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

3
4

9
.5

6
6
.4

1
2
5
.0

-
-

(7
)

(1
4
.6
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

1
7

4
.8

6
6
.4

0
0
.0

-
-

(7
)

(1
4
.6
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

1
1
8

3
3
.1

3
9

4
1
.9

-
-

-
-

(3
0
)

(6
2
.5
)

(4
)

(1
0
0
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

9
5

2
6
.6

1
4

1
5
.1

1
2
5
.0

-
-

(4
)

(8
.3
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

4
5

1
2
.6

1
0

1
0
.8

-
-

-
-

(0
)

(0
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

3
5

9
.8

1
7

1
8
.3

-
-

-
-

(4
8
)

(1
0
0
)

(4
)

(1
0
0
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

3
5
7

1
0
0

9
3

1
0
0

4
1
0
0

-
-

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

1
3

3
.6

1
1
.1

1
2
5
.0

-
-

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

3
9

1
0
.9

9
9
.7

2
5
0
.0

-
-

(3
)

(6
.3
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

1
0

2
.8

3
3
.2

1
2
5
.0

-
-

(8
)

(1
6
.7
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

1
2
5

3
5
.0

4
0

4
3
.0

-
-

-
-

(3
1
)

(6
4
.6
)

(4
)

(1
0
0
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

9
1

2
5
.5

1
6

1
7
.2

1
2
5
.0

-
-

(3
)

(6
.3
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

5
1

1
4
.3

1
1

1
1
.8

-
-

-
-

(0
)

(0
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

3
1

8
.7

1
2

1
2
.9

-
-

-
-

(4
5
)

(1
0
0
)

(4
)

(1
0
0
)

(-
)

(-
)

(-
)

(-
)

3
6
0

1
0
0

9
2

1
0
0

5
1
0
0

-
-

（
級
別
の
基
準
と
な
る
職
務
）

区
分

１
級

定
型
的
な
業
務
を
行
う
職
務

２
級

相
当
高
度
の
知
識
又
は
経
験
を
必
要
と
す
る
業
務
を
行
う
職
務

３
級

主
任
の
職
務

１
　
主
査
等
の
職
務

２
　
困
難
な
業
務
を
処
理
す
る
主
任
の
職
務

５
級

課
長
等
の
職
務

１
　
消
防
署
長
等
の
職
務

２
　
困
難
な
業
務
を
処
理
す
る
課
長
等
の
職
務

１
　
部
長
等
の
職
務

２
　
困
難
な
業
務
を
処
理
す
る
消
防
署
長
等
の
職
務

７
級

６
級級

消
防
職

６
級

７
級

区
  
  
  
 分

４
級

令
和

5
年

１
月

１
日

現
在

令
和

4
年

１
月

１
日

現
在

教
育
公
務
員

２
級

職
務

の
内

容

技
能
労
務
職

３
級

５
級

１
級 計

一
般
行
政
職

４
級

７
級

６
級 計４
級

３
級

２
級

１
級

５
級
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 エ
  
 昇
給
  
 

合
  
  
 計

一
般
行
政
職

消
防
職

教
育
公
務
員

技
能
労
務
職

１
号
給

0
0

0
0

0

２
号
給

4
0

3
3

4
3

0

３
号
給

3
3

0
0

0

４
号
給

3
9
0

3
0
5

8
4

1
0

9
2
.9
%

9
3
.2
%

9
1
.7
%

1
0
0
.0
%

-

１
号
給

0
0

0
0

0

２
号
給

4
0

3
3

4
3

0

３
号
給

3
3

0
0

0

４
号
給

3
9
0

3
0
5

8
4

1
0

9
2
.9
%

9
3
.2
%

9
1
.7
%

1
0
0
.0
%

-

 備
考
  
 職
員
数
欄
に
は
再
任
用
短
時
間
勤
務
職
員
等
を
含
ま
な
い
。

  
 オ
  
 期
末
手
当
・
勤
勉
手
当
  
  
  
  
  
  
  

（
  
）
内
は
再
任
用
職
員
等
の
支
給
率

支
給
率

６
月
（
月
分
）

１
２
月
（
月
分
）

計

（
1
.1
5
)

（
1
.1
5
)

(2
.3
0
)

2
.2
0
0

2
.2
0
0

4
.4
0

（
1
.1
5
)

（
1
.1
5
)

(2
.3
0
)

2
.2
0
0

2
.2
0
0

4
.4
0

（
1
.1
5
)

（
1
.1
5
)

(2
.3
0
)

2
.2
0
0

2
.2
0
0

4
.4
0

補
　
正
　
前

国
の
制
度

4

区
  
  
  
 分

補 　 　 正 　 　 後

比
率
(B
)/
(A
）

号
給
数
別
内
訳職
員
数

4
0

4
6
6

3
6
6

有 有

補
　
正
　
後

有

4
6
6

3
6
6

9
6

8
8

比
率
(B
)/
(A
）

号
給
数
別
内
訳

0

4
3
3

0
（
 B
 ）

9
6

4

昇
給
に
係
る
職
員
数

（
 A
 ）

昇
給
に
係
る
職
員
数

（
 B
 ）

3
4
1

8
8

4
3
3

3
4
1

区
  
  
  
  
分

職
制
上
の
段
階
、
職
務
の
級
等
に
よ
る
加
算
措
置

4

0

補 　 　 正 　 　 前

職
員
数

支
給
期
別
支
給
率

（
 A
 ）
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 カ
  
 定
年
退
職
及
び
応
募
認
定
退
職
に
係
る
退
職
手
当
  
  
  
  
  
  
  

２
０

年
勤

続
２

５
年

勤
続
３

５
年

勤
続
最

高
限

度
そ

の
他

の

の
者

の
者

の
者

加
算

措
置

（
月
分
）

（
月
分
）

（
月
分
）

（
月
分
）

等 定
年

前
早

期
退

職
特

支
給
率
等

2
4
.5
8
6
8
7
5

3
3
.2
7
0
7
5

4
7
.7
0
9

4
7
.7
0
9

例
措
置

（
2
%
～
4
5
%

加
算
）

定
年

前
早

期
退

職
特

国
の
制
度

2
4
.5
8
6
8
7
5

3
3
.2
7
0
7
5

4
7
.7
0
9

4
7
.7
0
9

例
措
置

（
支
給
率
等
）

（
2
%
～
4
5
%

加
算
）

  
 キ
  
 地
域
手
当
  
  
  
  
  
  
  

  
 ク
  
 特
殊
勤
務
手
当
  
  
  
  
  

全
職
種

一
般
行
政
職

消
防
職

教
育
公
務
員

技
能
労
務
職

  
 ケ
  
 そ
の
他
の
手
当
  
  
  
  

区
  
  
  
 分

扶
養
手
当

支
給
最
高
限
度
額

月
額

2
7
,0
0
0
円

家
賃

支
給
額

(1
)2
3
,0
0
0
円
以
下

(2
)2
3
,0
0
1
～
5
2
,9
9
9
円

(3
)5
3
,0
0
0
円
以
上

交
通
機
関
等
利
用
者

実
費
支
給

交
通
用
具
使
用
者

通
勤
距
離
に
応
じ
て
定
額
支
給

北
広
島
市

0
% 0

北
海
道
内
は
札
幌
市
に
在
勤
す
る
職
員

3
%

異

7
4
.0
%

給
料
総
額
に
対
す
る
比
率
（
％
）

1
6
.0
%

国
の
指
定
基
準
に

基
づ
く
支
給
率
（
％
）

0
.0
%

0
.0
%

2
.6
%

1
.0
%

区
  
  
  
  
  
  
  
  
  
分

(3
)2
7
,0
0
0
円

--

(2
)（
家
賃
-
2
3
,0
0
0
円
）
×
1
/
2
+
1
2
,0
0
0
円

支
給
対
象
職
員
の
比
率
（
％
）

3
% 0

2
0
%

2

2
0
%

東
京
都
特
別
区
に
在
勤
す
る
職
員

（
令
和
5
年
１
月
１
日
現
在
）

0
.6
%

異

住
居
手
当

通
勤
手
当

差
  
  
  
異
  
  
  
の
  
  
  
内
  
  
  
容

防
疫
作
業
手
当
　
行
旅
死
病
人
取
扱
従
事
手
当
  
消
防
業
務
手
当

野
犬
掃
と
う
業
務
手
当
　
災
害
応
急
対
策
等
派
遣
手
当

同

国
の
制
度
と
の
異
同

手
当
の
名
称

(1
)家
賃
－
1
1
,0
0
0
円

0
.0
%

備
  
  
 考

支
給
対
象
地
域

支
給
率
（
％
）

支
給
対
象
職
員
数
（
人
）

区
  
  
 分

札
幌
市

国
へ
の
派
遣
等
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